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サマリー

 ソーシャルイノベーション領域から、社会実装化が進む「自動運転技術の実装」をピックアップ（次頁）
 トラック運転手の残業規制強化「2024年問題」から2年が経過する2026年は、輸送力不足が進む中、エネルギー価
格の高騰、テクノロジー活用の進展及び、改正物流効率化法の全面施行等、依然「物流の構造的変化」が顕著

物流・ロジスティクスは、企業経営において単なる「コストセンター」から、企業の成長と存続を左右する「経営
アジェンダ」の1つへとシフトしてきており、各社の物流に関わる判断や対応が重要に
トピック① 2026年4月に全面施行となった「改正物流効率化法」
トピック② 自動運転トラックの社会実装への動き

• 全社最適の意思決定（営業・製造との調整）
• CLO設置と権限付与
• 中長期計画と投資判断
• 商慣行の是正（取引条件変更）

トピック①
2026年4月に全面施行となった「改正物流効率化法」

トピック②
自動運転トラックの社会実装への動き

対象業種

概要

求められる
主な打ち手

• 全ての荷主企業と物流事業者

• 物流のドライバー不足・労働規制による輸送力不足
が物流の停滞やサプライチェーンの混乱を招く可能
性があり、「人手が減っても物流が回る仕組みに変
える」ための法改正

• 物流会社だけでなく荷主も責任を持つ仕組み

• 自社の事業環境における自動運転トラックを活用し
た具体的な運用等の検討

• 自動運転による「省人化・無人化」が期待
• 車両開発、法整備・道路インフラ整備等が進展して
おり、2027年度に車両が市場化される見込みであ
り、ユーザーとして自動運転トラックを事業の中に
どのように取り込むのか重要な局面に
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参考資料 | 主な日本の社会課題とソーシャルイノベーション領域のカバー範囲

 経団連「FUTURE DESIGN 2040」や内閣府「Society5.0」等に基づき、主な日本の社会課題とともに、ソーシャ
ルイノベーションコンサルティング部の守備範囲を整理

主な日本の社会課題 主な政策領域 主要な政策課題例 対応
可否

1 環境・エネルギー 脱炭素・ごみリサイクル ・再エネ導入、リサイクル促進
・水素サプライチェーン構築、GX戦略地域 ◎

2 インフラ・都市生活

都市インフラ整備 ・市街地の再開発・跡地利用・研究拠点開発
・上下水道インフラ老朽化への対策 ◎

地域交通 ・交通脆弱地域の移動サービスの強化、スマートシティ
・市民の足と観光MaaSの両立、自動運転技術の実装 ◎

文化・スポーツ ・歴史・文化資源の保全・継承・活用
・アリーナ建設を通じたにぎわい創出 ◎

3 安全保障・レジリエンス 災害・防災 ・国土強靭化、地域防災拠点整備、災害に強い街づくり ◎

4 経済・産業高度化 地域産業支援
産業誘致・高度化 --

5 医療・介護・福祉
健康・医療 ・地域医療体制の充実、医療DX

・予防・健康づくり促進・健康寿命の延伸 ◎

介護・福祉 ・地域での介護・福祉人材の確保 ◎

6 教育・人材・子育て デジタル人材 ・教育ICT化、リスキリング、子供・若者育成支援 ◎

7 テクノロジー・
新領域

AI活用・デジタル・
サイバーセキュリティ

・AI競争力確保（計算資源/データ等）、DX推進、
・デジタルガバナンス、企業のセキュリティ対策推進 ◎

8 食料・水・衛生 食料自給・安全 --
9 人権・ジェンダー 人権・女性活躍 --
10 貧困・格差社会 生活保護・最低賃金 --

出典：経団連「FUTURE DESIGN 2040」や内閣府「Society5.0」等よりみずほ銀行SIC部作成
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参考資料 | トピック①②の主な対象業種

 本資料でご紹介する２つのトピックは、物流の効率化や人手不足に対応すること等が狙いであり、物流に関わる
全ての「荷主企業（発荷主、着荷主）」と「物流事業者」が対象

今後、サプライチェーン全体に関わる全ての事業者が連携し、物流の諸課題の解消に取り組むことが必要に

調達・生産
（製造業・農林水産業等）

流通・保管
（卸売業等）

販売・消費・現場
（小売業・建設業等）

物流事業者
（運送・保管等）

物流事業者
（運送・保管等）

サプライチェーンにおける「荷主企業」と「物流事業者」の関係（例）

荷主企業（発荷主・着荷主） 物流事業者

自らの事業のために、貨物の運送を物流事業者に
委託する企業や貨物を物流事業者から受け取る企業

• 製造業
（食品、日用品、機械、自動車部品等の各種メーカー）

• 農林水産業
（農協、大規模農業法人、漁協等）

• 卸売業・小売業
（商社、問屋、スーパーマーケット、コンビニエンスス
トア、百貨店、EC・通販事業者等）

• 建設業
（資材の運搬を手配するゼネコンや建材メーカー等）

貨物の運送や保管等の機能を担う企業

• 道路貨物運送業
（トラック運送事業者）

• 鉄道運送業・水運業（内航海運）・航空運送業
（トラック以外の多様な輸送モードを担う事業者）

• 倉庫業
（貨物の保管・管理を担う事業者）

• 貨物利用運送事業
（フォワーダー等自らは運送手段を持たず、他社の運送
手段を利用して運送を引き受ける事業者）



トピック①
2026年4月に全面施行となった「改正物流効率化法」
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物資の流通の効率化に関する法律（物流効率化法）の概要

 2026年4月に全面施行され、一定規模以上の荷主・物流事業者は、中長期的な計画の作成、定期報告、物流統括管理
者（CLO）の選任（特定荷主及び特定連鎖化事業者のみ）等を義務付け
物流の効率化は、企業の努力目標や個別最適から、国も関与した法的義務や全体最適へと移行
「選ばれる荷主・選ばれる物流事業者」になるために、自社の物流効率化に主体的に取り組み、効率化を“説明でき
る・実行できる・周囲や業界に提案できる”ことが必要に

目標
① トラックドライバー1人当たり年間125時間の拘束時間の短縮

（1運行の荷待ち時間・荷役等時間を2時間以内、1回の受渡しごとの荷待ち時間・荷役等時間を1時間以内にする ）
② 全体の車両で積載効率44％に増加（5割の車両で積載効率50%を実現）

① 積載効率の向上
1回の運送でトラックに積載する貨物量を増加する

② 荷待ち時間の短縮
ドライバーが到着した時間から荷役等の開始時間ま
での待ち時間を短縮する

③ 荷役等時間の短縮
荷役（荷積み・荷卸し）等の開始から終了までの時
間を短縮する

④ 実効性の確保
上記①～③の取組状況及びその効果の把握、関係事
業者と連携及び協力をする

対象事業者

物流効率化に
向けて

求められる
取り組み

すべての荷主・物流事業者（2025年4月～） 一定規模以上の荷主・物流事業者（2026年4月～）

⑤ 中長期計画の作成
定期に判断基準を踏まえた措置の実施に関する中長
期的な計画を作成する

⑥ 定期報告
指定を受けた翌年度以降から毎年度、左記①～④の
実施の状況に関して、報告する

⑦ 物流統括管理者（CLO）の選任
重要な経営判断を行う役員等の経営幹部から選任さ
れる必要があり、中長期計画の作成やトラックドラ
イバーの負荷低減等のための事業運営方針の作成と
事業管理体制の整備等の業務を行う

国・行政 指導、助言、調査ならびに結果の公表 検査、勧告、命令、罰金徴収等



トピック②
自動運転トラックの社会実装への動き
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自動運転トラックの社会実装に向けて、ユーザーによる事業化・事業開発に向けた検討が不可欠

 自動運転トラックの車両開発や関連する法整備・インフラ整備が進展
• 国内の大型車メーカーが、2027年度に高速道路を走行する自動運転レベル４（特定の条件下でシステムが全ての運転タスクを実

施）のトラックを社会実装することを表明
• 省庁主導で、道路交通法や貨物自動車運送事業法などの関連法令の整備や高速道路における路車協調インフラの整備が進行

社会実装に向け、ビジネスにおける効果的な運用方法や採算性の具体化を、ユーザーが検討する段階に
• これまでの人間中心の運用のままではなく、24時間走行可能な自動運転トラックの特性を活かした検討が望まれる状況
• 国プロ成果の「自動運転トラック活用ガイドブック」等を参考に、人手に頼らない自社の新たな運用を再構築するタイミング

①定時性

②安全性

③物流量

④採算性

自動運転トラックの運行時間のばらつきを
踏まえた運行の設計

運行の安全確保
貨物への影響・ダメージの最小化

（上記①②を踏まえた）物流量の確保

費用対効果を踏まえたサービス設計

車両技術・走行
（技術開発の進展）

車両価格

道路インフラ
道路環境整備

車両開発事業化・事業開発 インフラ関連

法規制・ルール
（車両）

法規制・ルール
（交通）

関連法令

…
…

商慣行

顧客

関連法令

…
…

法規制・ルール
（貨物運送車両）

法規制・ルール
（労働時間）

荷主

事業化・事業開発に必要な観点と周辺領域との関係性

（出典）経済産業省・国土交通省「自動運転トラック活用ガイドブック」よりみずほ銀行SIC部作成



8

Strictly Confidential   |   © 2026 Mizuho Bank, Ltd.

参考資料 | 自動運転トラック活用ガイドブック

 経済産業省・国土交通省「自動運転レベル４等先進モビリティサービス研究開発・社会実装プロジェクト」
（2021年度～2025年度）において、事業化・事業開発を目指す事業者向けにガイドブックを公表

• ガイドブックでは、自動運転トラック活用に向けた検討を行う際に理解すべき情報や検討の手順について、具体的かつ現実的な
指針を提示

• リンク先URL https://www.road-to-the-l4.go.jp/publication/
物流事業は複雑かつ多様であるため、「自動運転トラックの事業化・事業開発」に向けては、各ユーザーが、自社
の事業規模、事業拠点及び、収益性等を勘案し、自社目線での検討が必要

検討項目（例） ガイドブックでの記載内容

現状把握・目的  自動運転トラックの導入目的を設定する際の考え方

運行区間  自動運転トラックの運行区間を設定する際の考え方

自動運転区間  運行区間のどこに自動運転区間を設定するかを検討する際の考え方

走行モデル  自動運転区間と手動運転区間の切替拠点の前後における自動運転トラックの運用方法のパターン及びその設
定の参考になる情報

体制・人員  事業上及び法令上の観点で必要な自動運転トラック運行に関する役割の詳細及び自社で担う範囲と他社へ委
託する範囲の整理の考え方

採算性  自動運転トラックを用いた運行の採算性を試算する際の考え方

事業性  採算性を含む、自動運転トラックの事業性を検討する際の観点や事業性に影響を及ぼす要素、事業性の観点
を踏まえた対応の検討例

（出典）経済産業省・国土交通省「自動運転トラック活用ガイドブック」より抜粋
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